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令和２年７月豪雨時の派遣に係る成果と課題
（支援事務所の立場から）

令和３年１月１２日

関東地方環境事務所

資源循環課長
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令和２年７月豪雨における地方環境事務所の対応②
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１．球磨村の被災状況

２．支援活動の内容

３．新型コロナウイルス感染症対策

４．関東ブロック協議会、行動計画の改善
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＜報告内容＞



写真と脚注：
防災科学技術研究所
調査速報 2020 年7 月14 日

１．球磨村の被災状況

●７月３日～４日の球磨川氾濫により被害。

●人口規模：約1,500世帯 → 床上浸水470棟（推計）
●年間ゴミ発生量：約1,000トン → 災害廃棄物（推計） 30,000トン
●予算：一般会計約40億円 → 災害廃棄物処理（推計）：十数億円

(※推計：支援実施時点での推計)
●職員数：６９名（廃棄物担当：課長１＋兼務１）
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１日２日３日４日５日６日７日８日９日１０日１１日１２日１３日１４日１５日１６日１７日１８日１９日２０日２１日２２日２３日２４日２５日２６日２７日２８日２９日３０日３１日

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

課長 休 休 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨 出

調整官 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 休 休

補佐 休 休 芦北芦北芦北球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 出

専門員 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休

専門官 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨

補佐 休 休 芦北芦北芦北芦北芦北芦北芦北芦北 休 休 休 休 休 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨

１日２日３日４日５日６日７日８日９日１０日１１日１２日１３日１４日１５日１６日１７日１８日１９日２０日２１日２２日２３日２４日２５日２６日２７日２８日２９日３０日３１日

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

課長 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 出 休 休

調整官 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨

補佐 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 休 休 休 休 休 休 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休

専門員 休 人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉 休 休 休 休 休 休 出 休 休 休

専門官球磨球磨 休 休 休 休 休 休 休 休 休 休 人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉 休 休 休 休

補佐 球磨 休 休 休 出 球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨球磨 休 休 休 休 休 人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉人吉 休

７月

８月

２.１ 支援活動の内容（関東地方環境事務所の派遣シフト）

・熊本県球磨村役場、人吉市役所及び芦北町役場に、
６名を、７月９日から８月３１日の５４日間で、のべ１２０人日派遣。

・原則７泊８日とし、前後に引き継ぎ日を１日確保。

・主に、球磨村担当。
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２.２ 支援活動の内容（球磨村）

仮置場確保、仮置場管理事業者の手配、仮置場からの搬出先調整、自衛隊対応、
収集・焼却支援の九州管内の自治体への依頼等、喫緊の課題は、発災当初から村と
県が迅速に実施（平成２８年の熊本地震の経験が生きていた）。

＜環境省支援チーム実施事項＞
①課題の特定・共有・作業分担整理
・数ヶ月間で必要な業務を洗い出し、村県国・支援者で共有・調整【参考１】。
・村長等幹部、県庁に「廃棄物部局への人材・応援確保」を依頼。
・村の課長会議で情報収集・活動報告。
・派遣終了後もホワイトボード【参考２】で継続助言・進捗管理。

②現金確保
・年度内の支出スケジュールと金額を資料にまとめ、村の総務課・会計課へ説明。
・早めに予算・現金の確保方法を検討いただいた。

③収集運搬支援に係る調整
・街中のゴミ発生状況と見込みを地図化。
・収集支援者（鹿児島市、県清掃協議会）に提供・説明。
・実施のための各種調整、村に引き継ぎ。

④契約事務、家屋解体、補助金申請等
・過去事例やマニュアルを示して説明、担当分け。

→ 徐々に、県、村及び支援者に引き継ぐ。
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球磨村災害廃棄物処理の課題・工程表（令和2年7月24日時点）【環境省球磨村支援T作成】

課題 7月末まで 8月 9月 10月 11月 12月

街中のゴミ
撤去
・自衛隊
・産資協
・鹿児島市
・残置物

・採石場可燃物置場の覚書締結
・街中の状況把握（道路が復旧
する前にも）
・自衛隊収集の道案内人員確保
・鹿児島市収集への指示（ルー
ト図作成中）
・残置物（大型ゴミ）、未着手
集落の処理方針

・残置物（大型ゴミ）の搬出、処理（D-
waste Net産廃事業者との調整）

・未着手集落からの搬出、処理（自衛隊、
産資協、自治体収集支援？）

村民が安心して戻るため、一日も早くきれ
いな状態に！

資金の確保
・補助金概算払
い
・本申請

・仮置場管理の搬入搬出台数、
処理総量と処理フローの全体像
把握、証拠写真の保存
・産資協と初回支払時期と額を
確認
・専決予算で○○円確保。

・概算払い申請資料作成（総量、金額の推
計、締結済契約の整理・今後の見込み）

（確認
中）概算
払い申
請・査定

（確認
中）概算
払 （確認

中）本
申請

（確認
中）本
査定

公費解体事
務
・棟数推計
・申込受付

（土砂撤去スキーム（土木部
門）は県からの派遣人員が既に
準備済。7月27日から受付開始。
罹災証明の受付は7月25日～8
月8日。発行は8月3日から。）

・罹災証明発行実績やアンケートにより棟
数推計
・村民からの申請受付（8月中旬開始）
・先行解体分の支払い
・補償コンサルタント（調査）、建設業協
会に業務委託の調整【県】

・事業者
との契約
締結（9月
中下旬）
・解体工
事への立
会

同左 同左 同左

契約事務
・仮置場管理
・運搬
・焼却・処分

・産資協との単価や条件協議 ・全事業者（10社程度？）と随意契約締
結
・鹿児島市との契約又は協定締結
・事業者への支払い事務

・事業者
への支払
い事務

同左 同左 同左

人員体制整
備
・庁内
・庁外

・庁内：併任１名
・庁外：熊本県１名、環境省2名、
西原村1名（26日～福岡市3名）、
D-waste Net2名。

過去の被災地の例から、最低専任４名の災
害廃棄物専任が必要
・庁内：何名追加確保できるか
（建設課、他課の土木経験者）
・庁外：県を通じて県庁や市町村からの長
期的支援（～今年度末）を要請

村長説明資料を一部改変

・今後生じるであろう業務
をチーム内で議論、整理。
・県庁派遣者、村長等に説明。
・人と予算の確保を依頼。

【参考１】
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【参考２】
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環境省チーム室のホワイトボード（7/26 時点）
・毎日更新。
・県、村との進捗共有に活用。
・ビジネスチャットツールで本省、地方事務所、
支援自治体に共有。
・引き継ぎや、帰任後の進捗管理に活用。



１ 行動のポイント
当時熊本県内は一日数名程度の新規感染者数。周囲で感染者が出ても、「環境
省は、ちゃんとやってたよね」と地元の方々に言っていただけるような行動を心懸
けた。

２ 派遣時の追加持参物
・赤外線体温計、普段使い用マスク、消毒用アルコール

３．具体的には、
・接触通知アプリCOCOA（厚生労働省）をインストール。

・会話等の際、できるだけ２ｍ（最低１ｍ）の距離を取る。

・車内の、３密を避けるため、定員の２倍以上の車両で、走行中はなるべく窓開け。

・派遣期間中は、携帯アルコール消毒液でこまめに手指を消毒。

・執務スペースの換気

・毎朝体温計で体温を測り、平熱であることを確認。風邪症状が出たら症状消失か
ら48時間は休業・休養。

・熱中症対策も配慮（屋外で２ｍ離れれば、マスク着用は不要等） 8

３．新型コロナウイルス感染症対策
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４．関東ブロック協議会・行動計画への教訓

（１）協議会における、早期の行動計画発動、派遣開始

・関東事務所職員の早期派遣による、支援要否の見極め。

・協議会事務局として、会員に対して、迅速に職員派遣の検討依頼を発出。

（２）派遣自治体職員が活躍できるための仕組み構築

・派遣者の活動内容の具体化

１週間ごとの実施事項を行動計画のマニュアルに記載、日報様式に週ごとの報告

項目を記載

・自衛隊との連携強化

行動計画に「自衛隊連携マニュアル」を位置づけることで、関東事務所・自治体

と自衛隊の間で、平素から顔の見える関係、及び、災害時の円滑な連携、を確保。

→ 関東ブロック行動計画の改訂案について、現在、協議会の
少人数ＷＧで議論しており、年度内に改訂予定。

→ 引き続き、迅速な情報収集と、見極めの体制を維持。



災害廃棄物対策
東北ブロック協議会（H29.6～）

大規模災害発生時廃棄物対策
近畿ブロック協議会（H27.1～）

大規模災害時廃棄物対策
北海道ブロック協議会（H27.11～）

災害廃棄物四国ブロック協議会
（H26.9～）

災害廃棄物対策
中国ブロック協議会（H26.10～）

大規模災害時廃棄物対策
関東ブロック協議会(H.26.11～）

大規模災害時廃棄物対策
中部ブロック協議会（H26.10～）

大規模災害時廃棄物対策
九州ブロック協議会（H27.10～）

北海道

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県

※滋賀県は、近畿ブロック、中部ブロックの両方に参加。

富山県、石川県、福井県、長野県、
岐阜県、愛知県、三重県、静岡県

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、
東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、静岡県

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、
山形県、福島県

鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

※静岡県は、関東ブロック、中部ブロックの両方に参加。

【地域ブロック協議会の活動内容】

①地域ブロック協議会の運営
②地域ブロック別の災害廃棄物対策行
動計画等の見直し

③自治体等向けセミナー・見学の実施
④自治体の災害廃棄物処理計画策定
支援

⑤地域ブロックにおける共同訓練の実
施

⑥地域ブロック内における実態の基礎
調査・技術調査

⑦発災した災害に関する災害廃棄物
処理に関する記録誌等の作成

【構成】
環境省、関係省庁地方支分部局、
都道府県、主要な市区町村
廃棄物処理事業者団体、専門家 等

地域ブロック協議会について
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○ 地域の災害廃棄物対策を強化すべく、地方環境事務所が中心となって、自治体や関係
省庁、民間団体等の参画のもと、地域ブロック協議会を全国８箇所に設置。
○ 平時からの備えとして、地域ブロック別の災害廃棄物対策行動計画の策定・見直し、
地域ブロックにおける共同訓練の実施、自治体に対する処理計画の策定支援や訓練への
協力を実施。

【参考３】


